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１．回復期リハビリテーション病棟入院料 

No ≪問≫ ≪回答≫ 

１ 「Ａ３０８」回復期リハビリテーション病棟入院料１及び２の

施設基準において、「在宅復帰支援を担当する専従の社会福祉

士等」を１名以上の常勤配置を行うことを求めているが、「社会

福祉士等」には社会福祉士の他にどのような職種が含まれてい

るか。 

在宅復帰支援に関する十分

な経験を有する専従の看護

師が含まれる。 

２ 「Ａ３０８」回復期リハビリテーション病棟入院料の１及び２

並びに「Ａ３１９」特定機能病院リハビリテーション病棟入院

料の施設基準において求められる「病棟に専従配置される社会

福祉士」（以下「回復期リハビリテーションにおける専従の社会

福祉士」という。）又は「Ａ３０８－３」地域包括ケア病棟入院

料の施設基準において求める「医療機関に専任の在宅復帰支援

担当者として配置される社会福祉士」（以下「地域包括ケア病棟

入院料における専任の社会福祉士」という。）は、入退院支援加

算の施設基準において求める「入退院支援及び地域連携業務に

専従するものとして病棟に専任配置される社会福祉士」（以下

「入退院支援加算における専任の社会福祉士」という。）と兼任

できるか。また、「Ａ２４７」認知症ケア加算１の施設基準にお

ける認知症ケアチームの専任の社会福祉士（以下「認知症ケア

チームの専任の社会福祉士」という。）と兼任できるか。 

回復期リハビリテーション

における専従の社会福祉士

は、当該病棟において退院支

援業務を行うために配置さ

れることから、当該社会福祉

士が他の病棟を兼任しない

場合に限り、入退院支援加算

における専任の社会福祉士

と兼任できるが、認知症ケア

チームの専任の社会福祉士

とは兼任できない。 

また、地域包括ケア病棟入院

料における専任の社会福祉

士は、入退院支援加算におけ

る専任の社会福祉士又は認

知症ケアチームの専任の社

会福祉士と兼任できる。 

なお、これに伴い「疑義解釈

資料の送付について（その

１）」（平成 28年３月 31 日

事務連絡）別添１の問 80 は

廃止する。 



＜参考資料＞ 

以下、廃止 

「疑義解釈資料の送付について（その１）」（平成 28年３月 31 日事務連絡）別添１の問 80 

≪問≫ ≪回答≫ 

回復期リハビリテーション病棟入院料１の施設基

準に従い病棟に専任配置される社会福祉士、体制強

化加算の施設基準に従い病棟に専従配置される社

会福祉士、地域包括ケア病棟入院料の施設基準に従

い医療機関に専任の在宅復帰支援担当者として配

置される社会福祉士は、退院支援加算１の施設基準

に従い退院支援及び地域連携業務に専従するもの

として病棟に専任配置される社会福祉士と兼任で

きるか。また、認知症ケア加算１の認知症ケアチー

ムの専任の社会福祉士と兼任できるか。 

体制強化加算の施設基準に従い病棟に専従配置

される社会福祉士は、当該病棟において退院支

援業務を行うために配置されることから、退院

支援加算１の施設基準に従い退院支援及び地域

連携業務に専従するものとして当該病棟に専任

配置される社会福祉士（当該の社会福祉士が他

の病棟を兼任しない場合に限る。）と兼任できる

が、認知症ケア加算１の認知症ケアチームの専

任の社会福祉士とは兼任できない。 

回復期リハビリテーション病棟入院料１の施設

基準に従い病棟に専任配置される社会福祉士及

び地域包括ケア病棟入院料の施設基準に従い医

療機関に専任の在宅復帰支援担当者として配置

される社会福祉士は、退院支援加算１の施設基

準に従い退院支援及び地域連携業務に専従する

ものとして病棟に専任配置される社会福祉士又

は認知症ケア加算 1 の認知症ケアチームの専任

の社会福祉士と兼任できる。  

 

以上 

 


